行革推進室・行管局から「特殊法人等・独法給与水準見直し」について説明を受ける

－改めて「給与は労使交渉によって決めるべきもの」を踏まえた対応を強く求める－

　公務労協は、12月11日14時から、内閣官房行政改革推進室および総務省行政管理局から「特殊法人等、独立行政法人の給与水準の見直しについて」の説明を受けた。

これは、９月21日に行革実行本部・推進室・行管局で発出した事務連絡「特殊法人等、独立行政法人の給与水準の見直しに係る再精査について」の報告集約を受け、12月７日の閣僚懇談会で岡田副総理から関係閣僚へ要請された「特殊法人等・独立行政法人の給与水準の見直しについて」（別紙）の説明を、推進室・行管局に求めたものである。公務労協から花村副事務局長をはじめ、該当組織書記長・担当者らが参加、推進室からは蔵持企画官、行管局からは中山管理官らが対応した。

その概要は以下のとおり。

冒頭、推進室・行管局から別紙に基づき説明があった。

（1）特殊法人等は、独法とは違って通則法がないので、統一的な基準がない。そのため、１．の最初の段落で独法通則法の給与基準の規定を参考にして、統一的な基準を明記した。２つ目の段落で、取組の実施状況や給与水準の在り方等の主務大臣の検証結果を毎年度公表することを明文化した。最後の段落は、今回の給与水準の再精査結果を受けて、該当の５法人に対し見直しを要請することなどを記載したもの。

　　具体的な法人名と要請する事項は別紙のとおりだが、沖縄振興開発金融公庫は、国家公務員と比較すると、俸給表が国公行(一)に６％上積みとなっており、課長補佐級への管理職手当が残ったりしていることを確認した。このため、これらの廃止を要請している。日本政策金融公庫は、現在は民間の金融機関と水準比較しているが、岡田副総理が国家公務員については人事院勧告において50人以上の民間企業と比較していることを踏まえるべきと指摘していることを考慮し、国民に対する説明責任を果たすべく、比較対象に関し合理性の検証を要請した。

（2）独法については、これまでの閣議決定と大臣通知文書の「範囲内」の内容である。フォローアップは今までのスキームの中で実施し、来年３月末をめどに各法人の実施状況を把握する。公表までに各法人の事務負担が過重にならないように調整したい。

　これに対し、花村副事務局長をはじめ公務労協側より、以下の点を問い質した。

（1）特殊法人等に関する文書の前半の内容は、独法通則法とほぼ同じ趣旨と解釈してよいか。

（2）沖縄振興開発金融公庫の「着実に実施すべき」とは、機構に見直しの計画があるということか。当局から労組への説明がなかったので、戸惑いを隠しきれない。あくまでも労使合意が前提で政府介入はあり得ない話だ。

（3）独法の記述には、「各法人の自律的・自主的な労使関係」の文言が抜けているが、どうしてか。

（4）自律的・自主的な労使関係と書いてあるが、12月７日の閣僚懇談会で配付された資料は、結局、各法人当局に影響を及ぼす。

（5）今回の閣僚懇談会で配付された資料は、政治介入の何ものでもない。独法通則法を踏まえた対応をすべきであり、これでは独法の自主性が損なわれる。

これを受け、推進室・行管局が以下の通り回答した。

（1）特殊法人等に関する文書の前半は、通則法と同様の解釈と考えていただいてよい。

（2）沖縄振興開発金融公庫については、われわれとしては、それなりに見直しをすると聞いているので、「着実に」とした。

（3）独法の文言については以前から記述していることもあり、今回は省略した。「各法人の自律的・自主的な労使関係」は大前提であり、主旨は変わっていない。

　最後に、花村副事務局長が、①特殊法人等・独法は、自律的・自主的な労使関係の中で給与水準を定めていること、②今後も節目で協議の場を設けること、を要請確認し、協議を締めくくった。

以上

